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Society 5.0人材育成分科会

今後の採用とインターンシップ
のあり方に関する分科会

地域活性化人材育成分科会

採用と大学教育の
未来に関する産学協議会

<座長>中西宏明経団連会長（日立製作所会長）
山口宏樹就職問題懇談会座長（埼玉大学長）

経団連側：会長、副会長、
審議員会議長・副議長

大学側 ：国公私立の学長
（各10名程度）

各分科会ともに経団連側・大学側から各々10～15名
程度が参加、2月以降、延べ９回の分科会合を開催

⇒ Society 5.0 時代の人材育成に向け、「多様性」を
キーワードに産学の連携強化を図ることで一致。
分科会で具体的なアクションプランを検討。

＜構成＞
＜第１回産学協議会（1/31）における主な発言＞

• 問題意識は、採用スケジュールだけでなく、今後の日
本を支えて国際社会で活躍できる人材育成のための大
学教育や中長期的な採用のあり方。

• Society 5.0時代には、専門知識のほかに、文理の枠を
超えた幅広い教養と数学や情報科学等の基礎的素養を、
全ての大学生が身につけることが期待される。

• 一方、企業も、これまで学生に求める具体的な能力や
キャリア形成に対する考え方を大学や社会に明確に発
信してこなかった点は反省すべき。

• 従来の新卒一括採用・終身雇用制度の限界が顕在化し、
求める人材が多様化するなか、採用のあり方を再検討
する必要がある。学生にも「就社」ではなく「就職」
の意識が必要。

これ迄に共有した認識を中間的に共同提言としてとりまとめ、５月の未来投資会議に報告予定
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会長（日立製作所会長） ◎中西 宏明

審議員会議長・震災復興特別委員長・地域経済活性化委員長
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「Society 5.0 人材育成分科会」委員名簿

（敬称略・順不同）

【委 員】
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岡山県立大学 副学長（学術研究・国際担当） 渡辺 富夫
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慶應義塾 常任理事 青山 藤詞郎

工学院大学 理事長 後藤 治

玉川大学 理事長・学長 小原 芳明

東京理科大学 理事長 本山 和夫

早稲田大学 総長 田中 愛治

ＩＨＩ 人事部人材開発グループ担当部長 半藤 孝司

駿河台学園 理事長 山﨑 良子

積水化学工業 人事部人材開発グループグループ長 中川 雅博

ソニー 人事センター人材開発部統括部長 池山 一誠

第一生命経済研究所 調査研究本部政策調査部課長補佐 鄭 美沙

東京ガス 秘書部企画調査チームリーダー 空岡 正英

日本アイ・ビー・エム 政策渉外・エグゼクティブ 緒方 功治

フジテレビジョン 人事局専任局次長 片山 真由美

ベネッセコーポレーション ベネッセ教育総合研究所主任研究員 佐藤 昭宏

メルカリ 社長室政策企画参事 高橋 亮平
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経団連 常務理事 井上 隆

【分科会長】
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「今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会」委員名簿

（敬称略・順不同）

【分科会長】

明治大学学長 土屋 恵一郎 日立製作所人財統括本部グローバル人財開発部部長 迫田 雷蔵
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【委 員】
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新潟大学 教育・学生支援機構キャリアセンター副センター長・准教授
西條 秀俊

福井大学 教育・人文社会系部門教員養成領域特命教授 中田 隆二

東京大学 大学院工学系研究科長 大久保 達也

京都大学 理事・副学長（教育・情報・評価担当） 北野 正雄

岡山大学 学生総合支援センター副センター長・教授 坂入 信也

宮城大学 キャリア・インターンシップセンター長・事業構想学群教授

田邉 信之

国際教養大学 キャリア開発センター長 三栗谷 俊明
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千葉工業大学 理事長 瀬戸熊 修

明海大学 学長 安井 利一

早稲田大学 常任理事 佐々木 ひとみ
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ソフトバンク 人事本部副本部長 源田 泰之

第一生命保険 人事部採用グループ長 長屋 晶子

東京海上日動火災保険 人事企画部人材開発室課長採用チームリーダー
渡部 善哉

東京ガス 人事部人材開発室採用チームリーダー 奥田 篤

トヨタ自動車 人材開発部採用・計画室室長 大橋 俊介

日本製鉄 人事労政部人材開発室室長 倉地 三喜男

日本電気 人事部・シニアエキスパート 須藤 浩之

パナソニック リクルート＆キャリアクリエイトセンター 採用企画部部長
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東日本旅客鉄道 執行役員人事部長 小石 智之

三井不動産 人事部人材開発グループ長 平原 秀人

三井住友フィナンシャルグループ 採用企画グループ長 持田 恭平

三菱重工業 人事労政部採用・教育担当部長 谷内 英夫

リクルートキャリア 大学支援推進部 エクゼクティブアドバイザー
大家 純一

経団連 常務理事 井上 隆
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「地域活性化人材育成分科会」委員名簿

（敬称略・順不同）

【分科会長】

公立大学協会副会長／静岡県立大学学長 鬼頭 宏 中部経済連合会専務理事 小川 正樹

【委 員】

岩手大学 理事（研究・復興・地域創生担当）・副学長 藤代 博之

宇都宮大学 教授・地域デザイン科学部長 塚本 純

名古屋大学 副総長・教授 佐宗 章弘

山口大学 理事・副学長（人事労務・地域連携担当） 田中 和広

高知大学 地域協働学部長 上田 健作

宮崎大学 副学長（産学・地域連携担当） 國武 久登

宮城大学 理事・副学長・事業構想学群長・教授 風見 正三

神戸市外国語大学 理事（総務担当）兼事務局長 田中 恵子

岡山県立大学 理事・副学長（産学官連携担当） 末岡 浩治

共愛学園前橋国際大学 学長 大森 昭生

尚絅学院大学 学長 合田 隆史

中央大学 名誉教授 細野 助博

法政大学 常務理事・副学長 廣瀬 克哉

松本大学 学長 住吉 廣行

立命館大学 大学院経営管理研究科 教授

立命館アカデミックセンター 副センター長 牧田 正裕

北海道経済連合会 産業振興グループ総括部長 小野寺 真吾

東北経済連合会 常務理事・事務局長 江部 卓城

北陸経済連合会 理事・事務局長 髙井 郁大

四国経済連合会 事務局長 田頭 善郎

中国経済連合会 部長 平岡 憲司

九州経済連合会 常務理事・事務局長 平井 彰

静岡ガス 執行役員人事部長 金田 裕孝

第一生命経済研究所 調査研究本部政策調査部次長 丸山 雄平

東京ガス 秘書部企画調査チームリーダー 空岡 正英

野村ホールディングス 経営企画部課長 田倉 三葵

箔一 会長室 船田 学

ベネッセコーポレーション ベネッセ教育総合研究所 主任研究員 木村 治生

リクルートキャリア 大学支援推進部エクゼクティブアドバイザー

増本 全

経団連 常務理事 井上 隆
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共有された認識



１．Society 5.0時代に求められる人材と大学教育①

7

「Society 5.0人材育成分科会」における産学の共通認識 : 論理的思考力と
規範的判断力をベースに社会システムを構想する力を備えた人材

忍耐力やリーダーシップ、チームワーク、学び続ける力など

課題発見・解決力
•在学時に現実社会の課題解決に取
り組んだ経験

•課題解決に向けて自ら行動し、発信
する力

未来社会の構想・設計力
•パラダイムシフト先を見据え、ロード
マップを描ける力

•規範的に望ましい未来を構想し、その
ために必要なことを優先順位をつけて
行動する力

高度専門職に必要な知識と能力

論理的思考力と規範的判断力
リベラルアーツ教育を通じて涵養

• １つの専門分野を深く学ぶことにより得られる「思考のフレームワーク」「論理的な考え方」
•望ましい社会や企業を考えうる「規範的判断力」
•文理の枠を超えた他分野への関心と学び、幅広く柔軟な思考力、クリティカル・シンキング

忍耐力やリーダーシップ、チームワーク、学び続ける力など

相互に
関連

リテラシー
数理的推論・データ分析力、論理的文章表現力、外国語コミュニケーション力 など



Society 5.0時代に求められる能力の育成には、

 初等中等教育から高等教育にいたる全ての段階での関与が必要
少人数・双方向型のゼミや実験、産学連携による実践的な課題解決（PBL）＊型の教育、海外留学体験など

 現行の採用日程に基づく実質３年間の大学教育では不十分
大学３年生3月の就職活動開始により、十分な学修の期間が確保できていない
採用日程のあり方の検討や大学院レベルまでの教育の重視が必要

 広く国民がSociety 5.0のビジョンを共有し、国全体のマインドセットの変革が必要
イノベーションを創出し、社会課題の解決をリードできる人材育成に向けた、初等中等教育からの改革が必要

 大学における社会人リカレント教育のプログラム拡充が急務
5~10年後の社会の主軸となるのは、現在、社会で活躍している人材であり、この人材の能力向上が重要

１．Society 5.0時代に求められる人材と大学教育②

＜求められる大学教育を推進する上での課題と対応＞

 データ分析や統計学を教えられる教員の不足→統計学を専門とする人材の育成
 実践的なPBL型教育の実施における大学と企業のマッチング
 クロスアポイントメントや実務家教員派遣のための大学と企業の兼務をめぐる課題の解決
 修士・博士課程に進学するインセンティブや学修意欲の向上に繋がるような、

柔軟な採用・人事評価制度への転換【企業側】
 大学院教育において得られる具体的な専門性や能力の明示【大学側】
 大学教育への資金確保
（企業拠出にかかる株主等への説明責任を果たすための理由付け、
大学の中長期的ビジョン等の情報開示、資金提供による成果の可視化 など）

8＊Project Based Learning （課題解決型学習）



２．今後の採用とインターンシップのあり方
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 目的・意義・内容・期間等について、産学および社会的な共通認識の確立が必要。

 １～２年次のキャリア教育には学業への動機付けや業界・企業・職種への理解促進が、
長期インターンシップにはミスマッチによる離職防止などが期待できる。

 ワンデーインターンシップは、教育的意義を持つインターンシップとは区別し、別の呼称とする。

 インターンシップで得た学生情報の広報・採用選考活動への活用や、インターンシップの
目的・内容の違いに基づく学生情報の異なる取り扱いについては継続的に検討する。

Society 5.0時代の雇用システムや採用のあり方
－ジョブ型を含む複線的なシステムへの移行－

 新卒一括採用（メンバーシップ型採用）に加え、ジョブ型雇用を念頭においた採用も含め、
複線的で多様な採用形態に、秩序をもって移行すべき。

 学生の学修経験時間(*)の確保を前提に、学生の主体的な選択や学修意欲の向上に資する就
職・採用方法と、質の高い大学教育を企業と大学の共通理解によって実現していく。

 企業は、ダイバーシティを意識して、外国人留学生や日本人海外留学経験者を積極的に採
用する方向。また、ジョブ型採用の割合が増大し、グローバルな企業活動が拡大する中で、
大学院生を積極的に採用する方向。

 学修成果の評価：より高い専門性を重視する傾向となれば、卒業・学位取得に至る全体の
成果を重視すべき。卒業要件の厳格化を徹底すべき。

今後のインターンシップのあり方

*学修時間のみでなく、留学等、多様な体験活動を含む時間〔私大連提言（2019年３月）より〕



Society 5.0時代の地域を支える人材像

Society 5.0時代に求められる人材像に加え、

地域が抱える多様かつ難解な課題を、グローバルな視野を持ちながら地域の視点に立って的確に把
握・理解するとともに、地域固有の資源と専門知識を活用しながら、地域の持続可能な将来像をデザ
インしつつ課題解決に取り組み、新たな価値を創造し、国内外に発信できる人材

地域の置かれている現状と課題

〔現状〕大都市圏の大学への進学や大都市圏の企業への就職による人材流出が激しく、
地域が求める人材の還流が少ない

〔理由〕大学で学んだ知識や専門性を活かせる雇用の機会が少ない
地域にある大学や企業の知名度が低い

３．地域活性化人材の育成に関する現状と課題

10

課題解決に向けて以下に取り組むことが必要
(1)学生と地域との接点の増大
(2)地域の産業発展・新産業の創出に寄与する人材の育成・活用に向けた連携
 地域の大学が有する産業発展・新産業創出のシーズと企業ニーズのマッチング

(3)地域に存する大学の運営資金の確保（COC+事業（＊）など地方創生事業の継続的推進）

＊地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 （Program for Promoting Regional Revitalization of Universities as Centers of 

Communities)

(4)知の創造拠点として、地域の大学間の連携の推進
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政府への要望事項



１．文理融合教育のための大学設置基準および認証評価制度の見直しの迅速化

４．これ迄に提起された政府への要望事項の事例

12

３．大学への寄附促進に向けた税制措置 （仮称：大学納税制度）

２．AI、数理統計、データサイエンス人材育成に向けた措置

４．地方創生事業の継続的推進

• 個人・法人から大学への寄附を促進するため、一定の寄附金の税額控除の拡充などの
措置を検討すべき

• 例えば、COC+事業は、地域の大学が地域の知的基盤として機能する上で重要な役割
を果たしている。

• このような事業は地域の実情に合わせて事業内容を総合的に見直しつつ、継続すべき。

• AI、数理・データサイエンス学部の新設を政策的に推進すべき
〔例:23区の定員規制について上記学部の新設は例外扱いとすること〕

• 統計学を教えられる専門人材の育成

• 文理融合の学部や教育研究過程をスピード感をもって新設できるよう、大学設置基
準・認証評価システムの見直しが急務
※2019年中に中教審大学分科会において「質保証システム部会」を立ち上げて検討が開始される見込み

• 新たに認められる学部を越えた「学位プログラム」制度の普及、活用を推進すべき

※現行、法人税において、国立大学等への寄附、および日本私立学校振興・共済事業団を通じた私立大学への
寄附については全額損金算入が可能
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今後の具体的アクション
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５．今後の具体的アクション①

１．Society 5.0人材育成プログラム開発TF

• タスクフォース（TF）を立ち上げるものについては、参加を希望する大学・企業からメンバーを募り、
アクション・プランのとりまとめにあたる大学側、企業側代表を１名置く

• TFでアクション・プランの内容が具体化した段階で、関係する分科会で検討し、産学協議会に報告
した上で、アクション・プラットフォームにおいて実施する大学・企業を広く募集

Society 5.0人材の育成にあたって、文理をま
たぐ複数の学部が関与するプログラムへの教
員の協働、当該プログラムの運営・実施のた
めの資金・教員の確保、大学間や産業界との
連携が課題

課 題

目 標 Society 5.0人材育成に繋がる大学教育プログ
ラムのメニューを産学共同で検討・開発

２．社会人リカレント教育活性化TF

・社会人のリカレント教育のニーズが明らか
になっていない

・企業人が大学でリカレント教育を受けやす
い環境が未整備

・大学のリカレント教育の成果が企業側に認
知されていない

課 題

目 標 社会人リカレント教育を活性化させる方策に
ついて、産学共同で検討・実施

既に実施されている政府の支援事業内容の整理・評価と
連携

１

各大学が既に実施しているSociety 5.0人材を育成する
ための多様な教育プログラムから、ベスト・プラク
ティスとして横展開する要素を抽出し、教育プログラ
ムのメニューを共同開発

具 体 的 検 討 項 目

各大学の取組み事例から、学部の垣根を越えた教員の
協働体制や、企業からの実務家教員の派遣も含む、教
員確保の仕組みの検討

２

３

社会人リカレント教育が強く求められている分野・内容
等の整理、各分野における事例の整理・発信

１

中堅社員を含む社会人が学びやすい環境整備の在り方
の検討

具 体 的 検 討 項 目

リカレント教育修了者の企業における積極的活用と適
切な処遇（インセンティブの付与）の在り方の検討

２

３

４ リカレント教育プログラムの成果を見え易くする方策
の検討（企業側、大学側双方の評価等）

＜Society 5.0人材育成分科会＞ ＜Society 5.0人材育成分科会＞
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５．今後の具体的アクション②

15

４．採用形態の変化への対策検討TF

既に各大学・企業の間で実施されているPBL型授業に
関するデータベースの作成

１

大学と企業のニーズとシーズのマッチング方法の検討

具 体 的 検 討 項 目

産学連携PBL型教育プログラムの成果を見え易くする
方策の検討（企業側、大学側双方の評価等）

２

３

・新卒一括採用に加え、ジョブ型雇用を念頭
に置いた採用など、採用選考活動は複線化、
多様化しつつある

・就職に対する学生の意識にも変化が見られ、
学生個人の個別のニーズへの対応が必要

課 題

目 標 今後の採用形態の変化に、学生、企業、大学が
混乱なく移行するために必要な方策の検討

複線的で多様な採用形態に、学生、企業、大学が現行の
採用形態から混乱なく移行するために必要な方策を検討

１

外国人留学生の増加や日本人学生の海外留学、ギャッ
プイヤーの導入など、グローバルな動向を踏まえた対
応策の検討

具 体 的 検 討 項 目

２

＜Society 5.0人材育成分科会＞

＜今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会＞

３．産学連携PBL型教育促進TF

・企業側、大学側ともに目的に合った相手探
しに苦労している

・企業側、大学側にとってのPBL型教育の目
的や成果が具体的に示されていない

・PBL型教育に協力してくれる企業の数が少
ない

課 題

目 標 産学連携による課題解決型（PBL型）教育を促
進するための仕組みづくりの検討

＜Society 5.0人材育成分科会＞



５．今後の具体的アクション③
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５．キャリア教育／インターンシップ・プログラム開発TF

・業種、職種別に求められるキャリア教育プログラムの内容や、一定の効果をもたらす教育的指導方法、企業が
協力しやすくなる工夫などが明らかにされていない

・仕事選びに直結するインターンシップの期間、内容、条件等が必ずしも明らかになっていない

・インターンシップを通じて得た学生情報の採用選考活動への利用について、企業側、大学側ともに賛否が分か
れている

課 題

目 標
・大学１、２年生を対象とした「キャリア教育プログラム」の共同開発・実施

・高学年対象の仕事選びに直結する「インターンシップ・プログラム」の共同開発・実施と、当該インターン
シップ・プログラムを通じて得た学生情報の取扱いの検討

業種・職種別キャリア教育プログラムのモデル・ガイド
ラインの策定や、学生に一定の達成レベルをもたらす教
育的指導方法の開発

１

業種別団体によるキャリア教育の実施

具 体 的 検 討 項 目

２

以下のような学生が実際の職場で専門的な仕事に従事す
るインターンシップ・プログラムの内容の検討

６

【具体例】
○理工系大学院生が産学共同研究に参加するインターン
シップ・プログラム

○大学側が認定する一定の条件を満たす優秀層の学生を対
象に、大学で学んだ専門知識が活かせる職場での長期イ
ンターンシップ・プログラム

○既卒生を対象とした、専門能力を活かせる職場での長期
インターンシップ・プログラム

３ 複数の大学・企業が夏季休暇等を活用し一斉にキャリ
ア教育を実施するプラットフォームの構築

４ 首都圏大学の学生が地方企業のプログラムに、地方大
学の学生が首都圏企業のプログラムに参加しやすくな
る方策の検討

５ 企業グループの複数の企業が連携して、同一プログラ
ム内で複数の職種を体験できるキャリア教育プログラ
ムの検討

＜今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会＞

7 インターンシップ・プログラムを通じて得た学生情報
を採用選考活動に利用するための条件の検討



５．今後の具体的アクション④
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６．地域連携プラットフォーム検討TF

・各大学が想定する「地域」の範囲が異なる
ことから、地域に存する大学間連携の意義
や効果が薄れている事例が存在

・規制の存在により、連携が進められない
・同じ目的のもとで連携できる大学や企業等
の情報を得ることが難しい

課 題

目 標
地域連携プラットフォームにおける、地域の範
囲、大学間の連携のあり方、目的、地域の産業
界等の役割等についての検討

７．地域主体のPBL型教育推進TF

・地域の大学における産学連携による課題解決
型（PBL型）教育を行う実務家教員の育成

・地域の産官学が有する様々な資源（シーズ）
を地域の企業のニーズと結びつけるマッチ
ング・コーディネーターの育成

課 題

目 標
地域の視点から産業発展・新産業創出を担う人
材の育成のための「課題解決型（PBL型）教
育」の実施に必要な対応や、ニーズとシーズの
マッチング方法等の検討

既に実施されている大学間の連携事例・ベストプラク
ティスの収集

１

地域連携プラットフォーム構築に向けた課題の整理

具 体 的 検 討 項 目

２

地域の大学・企業の間で実施されているPBL型教育に
関するデータベースの作成

１

各大学が実施しているPBL型授業の実務家教員の育成お
よびニーズとシーズのマッチング方法の検討

具 体 的 検 討 項 目

産官学マッチングの窓口となるコーディネーターの育
成策およびマッチング方法の検討

２

３

＜地域活性化人材育成分科会＞ ＜地域活性化人材育成分科会＞
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産学協議会は、これらの認識を大学、学生、企業、国、地

方自治体、教育関係者、そして社会全般が広く共有し、日本

の未来を支える人材が育成されていくことを強く期待する。

産学協議会としても、具体的なアクションを開始するとと

もに、各方面から寄せられた意見等も踏まえながら、検討を

継続していく。

以 上


